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１．はじめに  

 我が国に存在する橋梁の老朽化が今後 10年で急速に

進行する見込みである 1)．特に道路橋床版は，交通荷重

の繰返し作用による疲労劣化に加え，凍結防止剤の散

布等に起因する塩害や ASR 等のコンクリートの材料劣

化による複合劣化が顕在化しており，道路橋床版材料

には高い疲労特性および耐久性が求められている．ま

た道路橋床版の補修や取替工事には長期間の交通規制

を伴うため，規制時間の短縮のためには速硬性を有す

る材料が必要とされる． 

 本研究では，その要求性能を満たす速硬コンクリー

トやラテックス改質速硬コンクリート 2)を用いて新設

および補修を行った RC 床版を模擬した供試体の疲労

性能の検討を目的とした． 

２．実験概要 

 表-1にベースコンクリートの配合，表-2に補修コン

クリートの配合を示す．なお配合の種類は以下，普通

コンクリートを PL，速硬コンクリートを FC，ラテック

ス改質速硬コンクリートを LFC と表記する． 

 PLは，ベースコンクリートが水セメント比 67%，補

修コンクリートが水セメント比 47%で，両配合とも普

通ポルトランドセメントを用いたコンクリートである．

FC は，PL補修コンクリートに速硬混和材と硬化調整剤

を外割添加したコンクリートである．LFC は FC の単位

水量 120kg/m3をラテックスに置換したコンクリートで

ある．なお各種配合については既往研究および海外で

の事例を参考にしている 3)． 

 図-1 に本研究で用いたコンクリート床版の概略図を

示す．形状寸法は 900mm×900mm×160mmであり，鉄筋

は呼び名 D13(SD345)の異形鉄筋をかぶり 33.5mm，せ

ん断スパン比 2.2 で配置した． 

表-3 に本研究で使用した供試体の種類を示す．供試

体は，PL，LFC の 2 種類のコンクリートを打設した新
設床版，PL ベース床版上に PL，FC，LFC の異なる 3

種類の補修コンクリートを打設した補修床版の計 5 種

表-1 ベースコンクリートの配合 

 
W/C 
(%) 

単位量(kg/m3) 
外割添加
(kg/m3) 

W L C G S Fa Re 

PL 67.0 183 - 274 960 857 - - 

LFC 32.2 52 120 336 975 795 117 3.66 
 

表-2 補修コンクリートの配合 

 
W/C 

(%) 

単位量(kg/m3) 
外割添加
(kg/m3) 

W L C G S Fa Re 

PL 47.0 172 - 

336 975 795 

- - 

FC 47.0 172 - 
157 0.23 

LFC 32.2 52 120 
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図-1 供試体寸法形状および載荷位置 

 

表-3 供試体の種類 

 
ベースコンクリー

ト厚さ(mm) 

補修コンクリー

ト厚さ(mm) 

補修

材料 

PL160 160 - - 

PL80 80 80 PL 

FC80 80 80 FC 

LFC80 80 80 LFC 

LFC160 160 - - 
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類の供試体を作製した．なお補修厚については全高の

半分である 80mmとした． 

 定点繰り返し疲労載荷回数は，供試体 1 体あたり 200

万回，周波数 4.0Hz の正弦波で行い，上限荷重は静的載

荷時における最大荷重の計算値の約 0.5 倍に相当する

160kN，下限荷重は 20kN とした 4)． 

３．実験結果および考察 

図-2 に各供試体の最大荷重下における疲労回数とた

わみの関係を示す．まず補修床版 PL80，FC80，LFC80

に着目すると，FC80 および LFC80 は PL80 と比較して

たわみが大きく減少した．これはベースコンクリート

と補修コンクリート間の付着および補修コンクリート

の曲げ強度に大きく影響しているものと考えられ，FC

および LFC を補修コンクリートとして用いた場合，表

-4 に示すような高い圧縮強度による強固な付着が確保

され，ベースコンクリートの変形も曲げ強度の高い

LFCおよびFC補修コンクリートの変形に依存する形と

なりたわみが減少すると推測される．一方 PLを補修コ

ンクリートとして用いた場合は，ベースコンクリート

との間に強固な付着が確保されず，たわみが増大する

と推測される．また新設床版 LFC160 のたわみは補修床

版 LFC80 よりも大きな値を示したが，LFC はその高靭

性な性質より，ひび割れ発生回数は遅いものの，高い

曲げ強度によりひび割れ本数が少なく，分散せずに局

所的に発生するため，ひび割れ 1 本あたりに作用する

引張応力が大きくなり 5)，LFC80 は PLとの二重構造で

あるため，LFC160 と比較して靭性の影響が小さく，た

わみが小さくなったものと考察する．  

 図-3 に各供試体のひび割れ面積およびひび割れ長さ

を示す．ひび割れ面積および長さ共に FC および LFC

を用いた床版では低減する傾向を見せ，特に LFC160

はひび割れ面積，長さ共に最小となった．LFC では先

述の通りたわみが小さく，発生するひび割れも少量に

抑えられると推測されるが，この際，供試体が鉄筋に

拘束されていることを仮定すると，LFC ではコンクリ

ートと鉄筋間にも強固な付着が確保され，ひび割れが

発生した場合でも，それ以上のひび割れ拡大を防止す

ることができると推測される．またひび割れ低減効果

によりひび割れ部からコンクリート内部へ侵入する雨

水や塩化物イオンといった材料劣化因子の侵入抑制が

期待でき，道路橋床版の耐久性の改善にもつながると

推測できる． 

４．まとめ 

 FC，LFC を用いた床版は PL と比較して，たわみの

低減による疲労性状の向上，またひび割れの低減によ

る耐久性の改善が期待できることが確認された．FC，

LFC における性能の大きな差異は確認できず，両材料

共に RC 床版材料としての適用性があることも確認さ

れた． 
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表-4 材料試験結果 
 圧縮強度(N/mm2) 曲げ強度(N/mm2) 

PL 29.4 4.9 

FC 64.8 7.7 

LFC 62.1 11.2 
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図-2 各供試体たわみと疲労回数の関係 
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(a) ひび割れ面積   (b) ひび割れ長さ 

図-3 供試体のひび割れ性状 
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